2023年度　第13回介護・障害者部会【議案】
日時　2024年7月3日（水）10:30～12:00　　会場：医療労働会館会議室A＋Zoom
出席　日野（新婦人）、溝口（全労連）、寺田（医労連）、民谷（福祉保育労）、林（民医連）、
山本（自治労連）、根本（神奈川）、小松（愛知）、日下部（大阪）、（共産党）
曽根（保団連）、廣岡(年金者組合)、林(中央・事務局長)、治田（中央・事務局）

＜報告・確認事項＞（6/5以降）
■トピックス
・中長期の介護体制ビジョン検討/骨太方針決定/給付抑制策も列挙（6/28シルバー新報）
・外国人訪問介護25年春に解禁　厚労省中間案　受入事業者に5つの条件（6/28　〃）
・訪問介護の外国人受け入れ、6割の事業者が「難しい」　フォロー体制など課題　国調査（6/18　JOINT介護ニュース）
・認知症基本計画素案　5年間の重点目標設定　厚労省（6/28　〃）
・介護改定後の処遇状況、10月に調査へ「新加算」影響も把握（6/26メディファックス）
厚生労働省の調査委員会は25日、2024年度介護報酬改定を踏まえた介護従事者の処遇状況などについて、10月に調査を行う方針を決めた。処遇改善関連の加算を再編して創設した「介護職員等処遇改善加算」（新加算）の影響なども把握する。来年3月ごろに結果を公表する運びだ。社会保障審議会・介護給付費分科会の「介護事業経営調査委員会」（委員長＝田辺国昭・東京大大学院法学政治学研究科教授）が、「介護従事者処遇状況等調査」の実施案を了承した。分科会にも実施案を報告する。調査対象は、介護保険3施設、訪問介護、通所介護・リハビリテーション、居宅介護支援など10サービス。ベースアップなどによる今年度の賃金増加率や、賃上げ促進税制による税額控除の適用状況の設問を新たに設けた。新型コロナウイルス感染症の影響に関する設問は、記入者の負担に配慮し、今回調査では削除するとした。新加算に関しては、4区分（Ⅰ～Ⅳ）の届け出状況や、加算収入を配分した職種を把握する。今年度末までの経過措置として設けられた区分（Ⅴ）の届け出施設・事業所には、他の4区分の届け出をしていない理由も尋ねる。

関連資料 　第39回社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会
https://mf.jiho.jp/sites/default/files/mf/document/2024/06/%E7%AC%AC39%E5%9B%9E%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%BF%9D%E9%9A%9C%E5%AF%A9%E8%AD%B0%E4%BC%9A%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E7%B5%A6%E4%BB%98%E8%B2%BB%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E7%B5%8C%E5%96%B6%E8%AA%BF%E6%9F%BB%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A.pdf

・ハートネットＴＶ　特集・いま、介護を考える（２）誰が担う？地域の介護（6/24NHK）
https://plus.nhk.jp/watch/st/e1_2024062418469?e-param=B46Q6946VE
・物価高騰支援の継続を　介護5団体が自民に要望（6/14　〃）
・介護職最大2万円の補助　今月17日から申請受付ポータルサイト開設（6/14　〃）
https://www.kyojushientokubetsuteate.jp/index.html
・職業紹介事業　約6割で指針違反　厚労省　規制対象の追加検討も（6/7　〃）
・『全国最高額』大阪市の介護保険料“引き下げ”を市民団体が要望MBSニュース（6/20）
・ハートネットＴＶ　いま、介護を考える (1)岐路に立つ在宅介護（6/17NHK）
https://www.nhk.jp/p/heart-net/ts/J89PNQQ4QW/episode/te/RQM18L7WPP/
・障害者「生活介護」困惑の事業所/利用多い時間帯で報酬減額（6/14東京新聞）
・基本報酬引き下げで現場から悲鳴/なくなる恐れも…訪問介護の窮状と今後は？（6/13　KBS瀬戸内海放送）
・〈社説〉訪問介護の報酬　３年後待たず 引き上げを（6/12　信濃毎日）
・訪問介護、事業者の倒産が急増　過去最悪を大幅に更新　報酬改定など影響か（6/7　JOINT介護ニュース）
・2024年1‐5月の「介護事業者」の倒産　72件に急増 上半期の過去最高を上回る、深刻な人手不足と物価高（6/7東京商工リサーチ）
・衆院・厚労委、介護職の処遇改善の検討を求める決議　報酬改定の検証も要請（6/6介護Joint）
・【沖縄県に要請】訪問介護費用基本報酬引下げ撤回などを国へ求める（6/5琉球朝日）
■この間の取り組み
１．訪問介護の基本報酬引き下げ等を求める運動
・自治体意見書採択は6月末現在、14都道府県52自治体で49本の意見書が国にあがっている。まだ増える見込み。長野は介護事業所アンケート結果が大きく報道され、アンケート結果を持ち込み34市町村で採択（意見書は31）岡山では4/17に岡山県医労連が訪問介護の基本報酬引き上げを求める記者会見報道が意見書採択につながっている。福岡は２つの政令指定都市で意見書が採択。

＜協議事項＞

1. 7/30（火）2024新介護請願署名キックオフ集会にむけて（別紙）
日時：202４年７月３０日（火）18時～19時（完全オンライン）
主催：全労連/全日本民医連/中央社保協

スケジュール　（17時30分　受付開始）
18時00分～開会（挨拶　　　　　　　　）
18時05分～介護保険制度をめぐる情勢報告（全日本民医連事務局次長　林泰則さん）
18時35分～各地のたたかい・実態報告
18時50分～行動提起（日本医労連　介護対策委員会事務局長　寺田 雄さん）
19時00分～閉会（挨拶　　　　　　　　）

2. 日本共産党政策委員会との懇談
日本共産党政策委員会より、中央社保協介護部会の皆さんと、宮本衆議院議員を交えて介護保険制度に関わる政策作りに向けて懇談希望で連絡あり。
先方の希望日程（ダメなら他日程で調整も）
・7月09日（火）午後早い時間（中央社保協・林は〇）
・7月16日（火）午後14時以降（中央社保協・林は×）日本医労連大会初日
・7月30日（火）午後早い時間（中央社保協・林は△）13時30分～介護集会会議

3. 部会体制について
8月10日総会後の介護障害者部会の体制について
留任・変更予定の確認、体制拡充（中央団体・各ブロックから選出追求）
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4. 第22回介護学習交流集会に向けて

日時：2024 年10 月 6 日（日） 13： 00～16： 00
場所：全労連会館 2 階ホール（オンライン併用）
記念講演「介護崩壊を許さない」小島 美里 特定非営利活動法人暮らしネット・えん

実行委員会など
7月30日（火）13:30～事務局会議（中央社保協、全日本民医連、全労連）
9月04日（水）18:30～第3回実行委員会

5. 介護・認知症なんでも無料電話相談にむけて

1 本日、日時を確定。２０２４年１１月１１日（月）１０時から１８時　会場：東京会場（東京労働会館）とし、準備を進めていく（チラシ案）
2 開催要項を8/7の部会で確定し、全国に開催アンケート調査を発送（〆切10上旬）、全国で開催協力、他団体の協力を求めていく（認知症の人と家族の会など）

5. 中央社保協介護パンフ（介護提言）の作成に向けて
・各組織での学習資料、議員要請・議会請願での活用を含めて、年内完成を目指しスケジュールを立て進めていく

6. 主な予定と次回の開催

7/25（木）全労連大会　～27（土）都内
8/10（土）中央社保協総会
8/31（土）中央社保学校from大阪　～9/1（日）
9/26（木）秋の国民集会
10/6（日）介護交流集会

◎次回会議　8月7日(水)１０時３０分～１２時００分　医療労働会館会議室A+オンライン
